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（百万円未満切り捨て）

１．１９年３月期の連結業績　（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

４３，０２４　 △4.7　 ９５８　 △23.4　 １，０００　 △21.７　 ５１５ 13.0　

４５，１６３　 4.5　 １，２５１　 12.7　 １，２７７　 14.2　 ４５６　 △15.0　

　　円 銭 　　円 銭 ％ ％ ％

２５　 ７２ －　 － ５．２　 ４．１　 ２．２　

２１　 ２８ －　 － ４．８　 ５．２　 ２．８　

（参考）　持分法投資損益 １９年３月期 　　　―　　百万円 １８年３月期 　　　―　　百万円

（２）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

２３，６４１ １０，１０６ ４２．７ ５０４ ００

２５，０００ ９，８９２ ３９．６ ４９１ ６９

（参考）　自己資本 １９年３月期 １０,１０６百万円 １８年３月期 　 　　　 －　　百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

５９８ △　２２５ △　５３４ ２，７９７

４７５ △　４０６ △　４６６ ２，９６１

２．配当の状況

円 銭 円 銭 円 銭 　百万円 ％ ％

－ － ７ ００ ７ ００ １４０ ３２．９ １．５

－ － ７ ００ ７ ００ １４０ ２７．２ １．４

－ － ７ ００ ７ ００ ６１．０

３．２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

百万円　 ％ 百万円　 ％ 百万円　 ％ 百万円　 ％ 円 銭

２２，０００ 0.3  ５００ △ 0.6 ５２０ △ 1.1 △ ２０ － △ １ ００

４４，０００ 2.3 　　１，０００ 4.4 　　１，０２０ 2.0 ２３０ △ 55.3 １１ ４７

中 間 期

通 期

売 上 高 営業利益

配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益

純資産配当率
（連結）

１株当たり配当金

中間期末 期末 年間

１ ８ 年 ３ 月 期

１ ９ 年 ３ 月 期

２０年３月期（予想）

（基準日）

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

１ ９ 年 ３ 月 期

１ ８ 年 ３ 月 期

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

自己資本比率 １株当たり純資産

１ ９ 年 ３ 月 期

１ ８ 年 ３ 月 期

総 資 産 純 資 産

１ ９ 年 ３ 月 期

１ ８ 年 ３ 月 期

１ ９ 年 ３ 月 期

１ ８ 年 ３ 月 期

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産

経常利益率
売上高

営業利益率１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

－１－
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４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無

（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続・表示方法等の変更(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　　　記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更 有

②　①以外の変更 無

（注）詳細は、１８ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

（３）発行済株式数(普通株式)

①　期末発行済株式数(自己株式を含む) １９年３月期 ２０，１０２，０００ 株 １８年３月期 ２０，１０２，０００ 株

②　期末自己株式数 １９年３月期 ５０，０９７ 株 １８年３月期 ４３，５７０ 株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、２６ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．１９年３月期の個別業績（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

４０，４００　 △4.6　 ５１５　 △46.9　 ８１６　 △33.2　 ４２４　 △11.0　

４２，３６３　 4.6　 ９７０　 12.2　 １，２２２　 19.1　 ４７６　 △26.3　

円 銭 円 銭

２１ １６ － －

２２ ４２ － －

（２）個別財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

２３，５６０ １０，０２２ ４２．５ ４９９ ８４

２４，９２１ ９，８９７ ３９．７ ４９２ ０９

（参考）　自己資本 １９年３月期 １０，０２２百万円 １８年３月期 　 　　　 －　　百万円

２．２０年３月期の個別業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

△ 0.8 ２００ △ 25.9 ３４０ △ 24.8 △ １５５ － △ ７ ７３

2.5 ６３０ 22.3 ８７０ 6.6 １３５ △ 68.2 ６ ７３

＊上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在に

　おける仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

１ ９ 年 ３ 月 期

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益

１株当たり純資産

１ ８ 年 ３ 月 期

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

１ ９ 年 ３ 月 期

１ ８ 年 ３ 月 期

１ ９ 年 ３ 月 期

総 資 産 純 資 産 自己資本比率

中 間 期

通 期

当期純利益
１株当たり

当期純利益

２０，５００

４１，４００

１ ８ 年 ３ 月 期

売 上 高 営業利益 経常利益

－２－
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１．経営成績

(１)経営成績に関する分析

①当期の経営成績

   当期におけるわが国経済は、企業収益の改善に伴う設備投資の増加や雇用情勢の改善等による

個人消費の緩やかな回復により、戦後最長のいざなぎ景気を超え、総じて堅調に推移いたしました。

   当スポーツ用品業界におきましては、昨年６月にサッカーワールドカップドイツ大会が開催され盛り

上がりをみせたものの、大型量販店の出店や業態を超えた販売競争は益々激化し、少子高齢化によ

る若者の数の減少やアスレ市場の低迷、流通構造の変化等により業界を取り巻く環境は一段と厳しい

状況が続いております。

   このような状況のもと当社グループは、引き続き経営体質の改善と強化を図り、昨年１０月に環境マ

ネジメントシステムＩＳＯ１４００１を取得するとともに、内部統制の強化に努めました。

   また、営業面では「Ｗｅ　ｄｏ　ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ（ウィ　ドゥ　エボリューション＝進化する。）｣のスローガン、

標語のもと、「攻め・挑戦」 をスタンスに①営業力強化、②開発力強化、③コスト競争力強化を三本柱

として業績向上に努めてまいりました。さらに、当社において今年２月に事業領域の一つである「ボデ

ィケア」マーケットに関わる新規事業として、''私サイズの健康ライフ''をストアコンセプトとした「健爽美

館｣阪急伊丹店を立上げ、今後の成長を期待しております。

   その結果、当期の連結売上高は４３,０２４百万円(前年同期比4.7%減)、営業利益は９５８百万円（

前年同期比23.4%減)、経常利益は１,０００百万円（前年同期比21.7％減）、当期純利益は５１５百万円

（前年同期比13.0％増）となりました。

②事業部門の概況

（卸売部門）

　　野球・ソフト用品は、ワールドベースボールクラシックや日本人選手の大リーグ挑戦といった話題が

あり、スポーツシューズは、新業態への販路拡大やＭＤ力の強化により、球技ボールは、受注対応型

ビジネスを推進しシェアアップに努めた結果、堅調に推移いたしました。サッカー用品につきましては、

サッカーワールドカップドイツ大会が開催されましたが、大幅な需要増にはいたらず、 前期並みで推

移いたしました 。トレーニング・競技ウェア、スキー用品、テニス・バドミントン、陸上用品、アウトドア用

品、その他の用品につきましては、流通構造の変化や需要の落ち込み、暖冬の影響等により低調に

推移いたしました。

  この結果、売上高は４０,８４９百万円（前年同期比4.6%減）となりました。

（製造部門）

　野球用品は、「野球を科学する」をコンセプトに、商品企画、開発力、品質管理の強化に努めたこと

により、「プロステイタス」商品を中心にユーザーから大きな評価を受けましたが、その他の用品につき

ましては、トレンドの変化の影響が大きく低調に推移いたしました。

  この結果、直販売上高は５０９百万円（前年同期比24.6%減）となりました。

－３－
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（小売部門）

   トレンドの変化や市場の競争が激化するなか、アパレル、フットウェアは、メンバーズ会員の増加

やメンバーズセールを積極的に実施したことなどにより売上は堅調に推移したものの、アウトドア用

品は、苦戦を強いられ、スキー・スノーボード等のウィンター用品は暖冬の影響が大きく響き、低調

に推移いたしました。

  この結果、売上高は１,１４１百万円（前年同期比7.5%減）となりました。

(その他部門）

  物流部門は作業効率の改善や経費の削減に努めましたが、、小口多頻度出荷が増加し、大きな

コストアップ要因となっており、今後共ＩＴ化を軸としたさらなる合理化に努めてまいります。スポーツ

施設運営はスポーツクラブ「ゼオス泉佐野」の本格稼動に伴い大幅売上増に貢献いたしました。

  この結果、売上高は５２４百万円（前年同期比16.1%増)となりました。

③次期の見通し

   今後の見通しといたしましては、わが国経済の緩やかな拡大基調が続くものと思われますが、米

国や中国経済の動向、金利の上昇等の不安定要因があり、 楽観をゆるさない状況が続くものと思

われます。

  　このような状況の中当社グループは、引き続き利益管理体制を一段と強化するとともに攻守バラ

ンスのとれた安定経営を目指し、総力をあげて業績向上に努めてまいります。

  なお、通期の見通しは下記のとおりであります。

（連結業績見通し）

売上高     ４４，０００百万円（前年同期比    ２．３％増）

営業利益   　　１，０００百万円（前年同期比    ４．４％増）

経常利益   　　１，０２０百万円（前年同期比    ２．０％増）

当期純利益 　　　　　２３０百万円（前年同期比　５５．３％減）

（単独業績見通し）

売上高     ４１，４００百万円（前年同期比    ２．５％増）

営業利益 　　  　　６３０百万円（前年同期比  ２２．３％増）

経常利益 　　  　　８７０百万円（前年同期比    ６．６％増）

当期純利益 　　　　　１３５百万円（前年同期比　６８．２％減）

－４－
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(２)財政状態に関する分析

①資産、負債、純資産の状況

　 当連結会計年度末の総資産は２３，６４１百万円で、前連結会計年度末に比べ１，３５９百万円減少

いたしました。流動資産は１６，６４３百万円となり、１，４５８百万円減少いたしました。主な要因は、現

金及び預金が１６４百万円、受取手形及び売掛金が１，０９９百万円、棚卸資産が１５３百万円それぞ

れ減少したこと等によるものであります。固定資産は６，９７８百万円となり、１０５百万円増加いたしま

した。主な要因は、有形固定資産が２３１百万円増加いたしましたが、投資その他の資産が１２６百万

円減少したこと等によるものであります。繰延資産は１８百万円となり、６百万円減少いたしました。主

な要因は、連結子会社の開業費の償却によるものであります。

　 当連結会計年度末の負債合計は１３，５３４百万円で、前連結会計年度末に比べ１，５７３百万円

減少いたしました。流動負債は１１，５８６百万円となり、９６６百万円減少いたしました。主な要因は、

短期借入金が１５３百万円、設備手形２９４百万円それぞれ増加したものの、支払手形及び買掛金が

１，３７９百万円減少したこと等によるものであります。 固定負債は１，９４８百万円となり、６０７百万円

減少いたしました。主な要因は、長期借入金が５４５百万円、繰延税金負債が４０百万円それぞれ減

少したこと等によるものであります。

　 当連結会計年度末の純資産の部は、１０，１０６百万円で、前連結会計年度末に比べ２１３百万円

増加いたしました。 主な要因は、 利益剰余金が３４５百万円増加、 その他有価証券評価差額金が

１２９百万円減少したこと等によるものであります。この結果、自己資本比率は４２．７％となり、３．１ポ

イントアップとなりました。

②キャッシュ・フローの状況

   当連結会計年度における現金及び現金同等物 （以下「資金」という。）は、営業活動により５９８百

万円獲得し、投資活動により２２５百万円使用し、財務活動により５３４百万円使用した結果、当連結

会計年度末には２，７９７百万円（前年同期比１６４百万円減）となりました。

イ.営業活動によるキャッシュ・フロー

   営業活動の結果得られた資金は、５９８百万円（前年同期比１２３百万円増）となりました。これは主

に、貸倒引当金の減少４４百万円 (前年同期比４９百万円減）、仕入債務の減少１，３７９百万円 （前

年同期比１，４８６百万円減）があったものの、税金等調整前当期純利益が９１７百万円（前年同期比

１３７百万円減）、売上債権の減少１，０９９百万円（前年同期比１，２８４百万円増）があったこと等によ

るものであります。

ロ.投資活動によるキャッシュ・フロー

   投資活動の結果使用した資金は、２２５百万円 （前年同期比１８１百万円減） となりました。これは

主に、有形固定資産の売却による収入９４百万円（前年同期比２５百万円減）があったものの、有形

固定資産の取得による支出１７５百万円（前年同期比３００百万円減）や貸付けによる支出１３０百万

円があったこと等によるものであります。

－５－
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ハ.財務活動によるキャッシュ・フロー

  財務活動の結果使用した資金は、５３４百万円（前年同期比６７百万円増）となりました。これは主

に短期借入金と長期借入金の収支合計が３９２百万円（前年同期比６８百万円増）の支出となったこ

とや配当金の支払１４０百万円があったこと等によるものであります。

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期
自己資本比率（％）　　　 36.3 38.1 39.6 42.7
時価ベースの自己資本比率（％） 17.3 22.7 31.5 22.9
キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍） 3.3 4.8 5.9 4.1
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 20.3 16.6 15.6 19.9

（注）自己資本比率 ：自己資本/総資産
　　　時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額/総資産
　　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債/営業キャッシュ・フロー
　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー/利払い

　　 ＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
　　 ＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。
　　 ＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　 を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払
　　　 っているすべての負債を対象にしております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー
　　　 計算書の利息の支払額を使用しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

     利益配分につきましては、適正な利潤を確保したうえで、株主各位に対する利益還元を経営の

  最重要課題のひとつと考えており、企業の体質、体力強化のための内部留保を図りながら、業績

  に裏付けられた成果配分を行うことを基本方針としております。

     また、内部留保金につきましては、将来における株主への利益還元につながるよう、長期的な

  視点に立って、経営の安定化と重点分野への投資等に活用し、企業の体質、体力強化に取り組

  んでまいります。
　   なお、当期の期末配当金につきましては、１株当たり７円（年間７円）を予定しております。次期

　１株当たり配当金につきましても、年間７円（期末７円）を実施させていただく予定であります。

－６－
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２．企業集団の状況

     　当該事業に係るグループ各社の位置づけは次のとおりであります。

部 門

ス 卸 売 　　　　　 ゼ  ッ  ト （株） 　　　ゼ  ト  ラ（株）

ポ
｜
ツ 　　　 （株）ロ   ッ   ジ

用 　　　 （株）すぽーつらんどコジマ

品
製
造 製 造 　　　ゼットクリエイト（株）

販
売 　　　ザ   イ   ロ（株）

事    　    （スポーツ用品物流業務）

業 その他 　　　（株）ゼ オ ス 宇 部

附随業務   　     （スポーツ施設運営）

　　　（株）ゼ オ ス 

       　（スポーツ施設運営）

（注）上記子会社は、すべて連結子会社であります。

       事業の系統図は次のとおりであります。

（小   売）
    (卸   売）

(物   流)

（スポーツ施設運営)

　　　(輸出入) (製   造）

 　 (株)ゼオス

　 当社の企業集団については、当社及び子会社７社で構成され、スポーツ用品の製造、販売（卸売、小売）

を主な内容とし、それに附随した各種サービス業務等の事業活動を展開しております。

親 会 社 子 会 社

　  (株)すぽーつらんどコジマ

 ザ イ ロ(株）

 ゼトラ(株）  ゼットクリエイト(株） 　  (株)ゼオス宇部

小 売

得    意    先 消 費 者

   当        社 　 （株)ロ ッ ジ

-7-
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３．経営方針

１．会社の経営の基本方針

    当社グループでは、｢企業の永続と繁栄｣、｢個人の幸福と人格の向上｣、｢業を通じて社会に奉仕

  する｣を社是とし、スポチュニティ（スポーツを通じて、地域社会<Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ>に喜びと健康やふれ

  あいの機会 <Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ> を提供し、調和<Ｕｎｉｔｙ>をもたらすこと。）の実現を企業理念としてお

  ります。

ＳＰＯＲＴＵＮＩＴＹ

  ＨＵＭＡＮ ａｎｄ ＳＹＳＴＥＭＳ

　　この理念のもと、競争に勝ち残る為に、消費者及び顧客が満足する商品及びサービスを提供でき

　る機能を進化させ、｢外商・スクール｣及び｢アスレ｣マーケットで圧倒的なシェアを確保し、「ライフスタ

　イル｣及び｢ボディケア｣マーケットで利益事業を確立し、スポチュニティを実現するとともに企業価値

　の向上に努めております。

２．目標とする経営指標

　　当社グループは、企業価値を高めていくには、安定した収益基盤の確立及び財務体質の強化が

 必要と考えております。そのための経営指標として、売上高経常利益率５％、自己資本比率５０％を

 目標としております。

　　なお、当期の売上高経常利益率は２．３％、自己資本比率は４２．７％となりました。

３．中長期的な会社の経営戦略

    当社グループは各社間において、相互補完の関係も深く、厳しい環境を乗り切る為には、お互い

  がより効率的な行動が求められています。そのため、営業、管理面においてグループ全体を一体

  的にとらえ、より効果的な施策を重点的に行い、グループ経営を積極的に推進してまいります。

 　　収益力の向上につきましては、事業の収益構造の改革と徹底したコスト削減、販売力の強化を

　継続的に推進するとともに、市場のニーズに対応したグループ全体の機能と人員の最適化を進め

　てまいります。

　　 グループ総合力の強化につきましては、グループ各社が独自の競争力を発揮しつつ、相互間

　の有機的な連携による｢ゼット｣ブランドの構築を通じて実現してまいります。

４．会社の対処すべき課題

　 　スポーツ業界を取り巻く環境は、「少子高齢化」、「市場のグローバル化」が急速に進み、「大型

　量販店の出店」、「流通構造の変化」等により益々厳しい状況が続くものと思われます。

     このような状況の中で当社グループは、 収益力の高い企業体質を構築し、持続的な成長を確

  保していくことが重要であると認識しております。社会に役立ち、必要性があって初めて生き残れ

　るのが企業という考えの下に、消費者満足を提供する為には差別化路線が不可欠であり、これに

　は自社品の拡充と種々の商品・種々のブランドを組み合わせ、編集して売ることが益々求められ

　ております。後者を商品編集販売と呼び、当社のことをプロダクトエディター（商品編集人）と位置

　づけ、この考えに基づき初めてお得意様に提案ができ、単に商品だけでなく施設・場・機会・サー

ｔｈｒｏｕｇｈ

－８－
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　ビスなどの要素にまで拡大すると、当社グループの経営理念である「スポチュニティ」の実現につ

　ながると考えております。この実現の為に下記の強化策を重点課題としております。

①自社品の拡充

　　 人口減少やグローバル化の進行で市場競争は益々激化し、成熟市場での価格訴求は生き残

　りをかけた戦争状況になります。これを避ける為には、差別化路線しかありません。差別化路線の

　一環として自社品の拡充があります。この中には、素材・デザイン・生産技術といった商品開発機

 能をもって生産しているメーカーポジションの商品から、仕入商品にブランド指定している問屋オリ

　ジナル的な商品まで幅広く展開しております。当社グループにあっては、ゼットクリエイト㈱がメー

　カーポジションの確立を担っておりますが、今後、当社の卸売業としての差別化商品とゼットクリエ

　イト㈱のメーカーとしての差別化商品のそれぞれの拡充を目指してまいります。

②外商・スクール、アスレマーケットへの対応強化

　 　全体的には縮小気味市場の中で、圧倒的シェアを取る為に、受注対応型ビジネスと売り込みセ

　ールス型ビジネスに分け強化いたします。受注対応型ビジネスは、利便的・効率的仕組みを追求

　し、ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）を構築いたします。また、売り込みセールス型ビジネスは、

　編集・提案技術を向上させながら、セールス体制の効率化を改革いたします。いずれにしましても

　ＩＴ活用が不可欠と考えております。

③ライフスタイルマーケットへの対応強化

　 　スポーツブランドのブーム的な勢いが衰え始めておりますので、差別化商品として開拓力のある

　新規商品の確保が必要であり、先見性のある行動が求められております。新規取引を積極的に進

　め、多チャンネル化を図ります。また、新規事業といたしましては、ヤングファッション衣料ビジネス

　として、今年４月に当社１００％出資の連結子会社㈱ブリリアンスを設立いたしました。。

④ボディケアマーケットへの対応強化

　  高齢化社会の到来で急速に拡大している健康関連ボディケアマーケットは、競争も激しくなって

　おりますが、 規模が大きいだけに、当社といたしましては是非とも利益事業を確立しなければなり

　ません。その為には、ゼオス（宇部・泉佐野）と健爽美館の多店舗化を是非とも図りたいと考えてお

　ります。この分野では 「ゼット健康科学センター」 の活用を通じて、健康事業支援・競技力向上支

　援 ・生涯スポーツ支援 ・価値創造支援等の活動展開を実施し、単なる研究機関ではなく、収益を

　上げる方向を目指しております。

⑤コスト競争力の強化

     グローバル競争の中で生き残るには、製造部門の原価低減をより一層進めるとともに、卸売部門

　ではロス・ムダの排除を徹底し、物流部門は更なる合理化に努め、コストダウンを図ってまいります。

　全社員コスト意識を持つことが当社グループにとって必要であり、その為には、スピードアップとレベ

　ルアップが重要であると考えております。

－９－
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４．連結財務諸表

(１)連結貸借対照表

（単位：百万円未満切り捨て）

          期    別

  科    目 金      額　 金      額　 金      額　

             百万円           ％              百万円           ％            百万円

１８，１０２ 72.4 １６，６４３ 70.4 △ １，４５８

現 金 及 び 預 金 ２，９６１ ２，７９７ △ １６４

受取手形及び売掛金 １１，９５９ １０，８５９ △ １，０９９

棚 卸 資 産 ２，７５４ ２，６００ △ １５３

繰 延 税 金 資 産 ２６３ ２５４ △ ８

そ の 他 １８５ １５１ △ ３４

貸 倒 引 当 金 △ ２０ △ １９ １

６，８７３ 27.5 ６，９７８ 29.5 １０５

４，２９５ 17.2 ４，５２６ 19.2 ２３１

建 物 及 び 構 築 物 １，５１９ １，９１２ ３９３

土 地 ２，４７０ ２，４４３ △ ２６

そ の 他 ３０５ １７０ △ １３５

３３ 0.1 ３３ 0.1 △ ０

そ の 他 ３３ ３３ △ ０

２，５４４ 10.2 ２，４１８ 10.2 △ １２６

投 資 有 価 証 券 １，４６３ １，２６０ △ ２０２

長 期 貸 付 金 ４０ １６３ １２２

敷 金 ６１０ ５８２ △ ２８

繰 延 税 金 資 産 ３６ ３５ △ ０

そ の 他 ５３５ ４７４ △ ６１

貸 倒 引 当 金 △ １４１ △ ９７ ４３

２４ 0.1 １８ 0.1 △ 6

開 業 費 ２４ １８ △ ６

２５，０００ 100.0 ２３，６４１ 100.0 △ １，３５９

前 期 当 期
増 減

(平成18年3月31日現在) (平成19年3月31日現在)

構 成 比 構 成 比

（資産の部）

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 資 産

－10－
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（単位：百万円未満切り捨て）

          期    別

  科    目 金      額　 金      額　 金      額　

              百万円           ％               百万円           ％              百万円

１２，５５３ 50.2 １１，５８６ 49.0 △ ９６６

支払手形及び買掛金 １０，１８３ ８，８０４ △ １，３７９

短 期 借 入 金 ９８３ １，１３６ １５３

未 払 法 人 税 等 ４０６ ２０４ △ ２０１

未 払 消 費 税 等 ５１ ５２ １

賞 与 引 当 金 ３７７ ３８８ １１

役 員 賞 与 引 当 金 －　 ２７ ２７

設 備 手 形 －　 ２９４ ２９４

そ の 他 ５５０ ６７７ １２６

２，５５５ 10.2 １，９４８ 8.3 △ ６０７

長 期 借 入 金 １，２３４ ６８８ △ ５４５

繰 延 税 金 負 債 ２４５ ２０５ △ ４０

退 職 給 付 引 当 金 ３９６ ３８５ △ １１

そ の 他 ６７９ ６６９ △ １０

１５，１０８ 60.4 １３，５３４ 57.3 △ １，５７３

１，００５ 4.0 －　 － －　

２，９６８ 11.9 －　 － －　

５，３０５ 21.2 －　 － －　

６２２ 2.5 －　 － －　

△ ９ △ 0.0 －　 － －　

９，８９２ 39.6 －　 － －　

２５，０００ 100.0 －　 － －　

－　 － ９，６１３ 40.7 －　

－　 － １，００５ 4.3 －　

－　 － ２，９６８ 12.6 －　

－　 － ５，６５０ 23.9 －　

－　 － △ １１ △ 0.1 －　

－　 － ４９２ 2.0 －　

－　 － ４９２ 2.0 －　

－　 － ０ 0.0 －　

－　 － １０，１０６ 42.7 －　

－　 － ２３，６４１ 100.0 －　

構 成 比

(負債の部)

流 動 負 債

増　　減　
当 期

(平成19年3月31日現在)

前 期

(平成18年3月31日現在)

構 成 比

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

固 定 負 債

負 債 合 計

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

(純資産の部)

(資本の部)

資 本 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

－11－



ゼット（株）　（8135）　平成１９年３月期決算短信

(２)連結損益計算書　

（単位：百万円未満切り捨て）

            期    別   　　　  前              期    　　　 当              期

 　自 平成 17年  4月    1日  　自 平成 18年  4月    1日

 　至 平成 18年  3月  31日  　至 平成 19年  3月  31日

 科    目 　百分比 　百分比

                 百万円           ％                  百万円           ％           百万円

４５，１６３ 100.0 ４３，０２４ 100.0 △ ２，１３８

３５，５５０ 78.7 ３３，６４９ 78.2 △ １，９００

売 上 総 利 益 ９，６１３ 21.3 ９，３７５ 21.8 △ ２３７

８，３６１ 18.5 ８，４１６ 19.6 ５５

営 業 利 益 １，２５１ 2.8 ９５８ 2.2 △ 293

１０９ 0.2 １１２ 0.3 ２

受 取 利 息 １ ２ １

そ の 他 １０８ １０９ １

８３ 0.2 ６９ 0.2 △ １３

支 払 利 息 ３０ ３０ △ ０

売 上 割 引 ２８ ２２ △ ６

そ の 他 ２４ １７ △ ７

経 常 利 益 １，２７７ 2.8 １，０００ 2.3 △ ２７６

２３ 0.0 １２ 0.0 △ １１

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ６ １２ ６

固 定 資 産 売 却 益 １７ － △ １７

２４５ 0.5 ９５ 0.2 △ １５０

固 定 資 産 売 却 損 ― ３ ３

固 定 資 産 除 却 損 ６９ ５２ △ １６

減 損 損 失 １２９ ― △ １２９

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ― ５ ５

役 員 退 職 慰 労 金 ４０ ３３ △ ７

そ の 他 ５ ― △ ５

１，０５５ 2.3 ９１７ 2.1 △ １３７

６２３ 1.4 ３４４ 0.8 △ 278

△       ２３ △ 0.1 ５７ 0.1 ８１

４５６ 1.0 ５１５ 1.2 ５９

特 別 利 益

金      額 金      額

売 上 高

売 上 原 価

金　　　額

 増　　減

当 期 純 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
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(３）連結剰余金計算書　

（単位：百万円未満切り捨て）

            期    別            前              期

     自 平成 17年  4月    1日

     至 平成 18年  3月  31日

 科    目 　　　      金          額

                           百万円

２，９６８

２，９６８

５，０２０

当 期 純 利 益 ４５６

配 当 金 １４０

役 員 賞 与 ３１

５，３０５

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（資本剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 増 加 高
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(４)連結株主資本等変動計算書

当期（自 平成18年4月1日　至　平成19年3月31日） （単位：百万円未満切り捨て）

 平成18年3月31日残高（百万円） １，００５ ２，９６８ ５，３０５ △ ９ ９，２６９

 当期中の変動額

剰余金の配当（注） △ １４０ △ １４０

役員賞与（注） △ ２９ △ ２９

当期純利益 ５１５ ５１５

自己株式の取得 △ ２ △ ２

自己株式の処分 ０ ０ ０

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

 当期中の変動額合計（百万円） － ０ ３４５ △ ２ ３４３

 平成19年3月31日残高（百万円） １，００５ ２，９６８ ５，６５０ △ １１ ９，６１３

 平成18年3月31日残高（百万円） ６２２ 　　 ― ６２２ ９，８９２

 当期中の変動額

剰余金の配当（注） △ １４０

役員賞与（注） △ ２９

当期純利益 ５１５

自己株式の取得 △ ２

自己株式の処分 ０

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

 当期中の変動額合計（百万円） △ １２９ ０ △ １２９ ２１３

 平成19年3月31日残高（百万円） ４９２ ０ ４９２ １０，１０６

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

△ １２９ △ １２９△ １２９ ０

評価・換算差額等

その他有価証券 繰延ヘッジ 評価・換算
純資産合計

評価差額金 損　　　益 差額等合計

合計

株　　主　　資　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
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(５)連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円未満切り捨て）

                期         別

   科        目

百万円 百万円 百万円 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 １，０５５ ９１７ △ １３７

減価償却費 ２０４ １７９ △ ２５

減損損失 １２９ － △ １２９

貸倒引当金の増加額・減少額（△） ４ △ ４４ △ ４９

賞与引当金の増加額 ９ １１ ２

役員賞与引当金の増加額 － ２７ ２７

退職給付引当金の増加額・減少額（△） ３３ △ １１ △ ４４

受取利息及び受取配当金 △ １０ △ １６ △ ６

支払利息 ３０ ３０ △ ０

有形固定資産売却益 △ １７ － １７

有形固定資産売却損 － ３ ３

有形固定資産除却損 ６９ １１ △ ５８

投資有価証券評価損 ― ５ ５

売上債権の増加額（△）・減少額 △ １８５ １，０９９ １，２８４

棚卸資産の増加額（△）・減少額 △ ３４８ １５３ ５０１

仕入債務の増加額・減少額（△） １０６ △ １，３７９ △ １，４８６

未払消費税等の増加・減少額（△） △ １０ １ １１

役員賞与の支払額 △ ３１ △ ２９ １

その他 ８９ １９６ １０６

小 計 １，１３１ １，１５６ ２５

利息及び配当金の受取額 １０ １６ ６

利息の支払額 △ ３０ △ ３０ ０

法人税等の支払額 △ ６３５ △ ５４４ ９１

営業活動によるキャッシュ・フロー ４７５ ５９８ １２３

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ ４７６ △ １７５ ３００

有形固定資産の売却による収入 １２０ ９４ △ ２５

投資有価証券の取得による支出 △ ３４ △ ２２ １２

貸付けによる支出 － △ １３０ △ １３０

貸付金の回収による収入 ７ ７ ０

その他 △ ２４ ０ ２４

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ４０６ △ ２２５ １８１

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 △ ４００ － ４００

長期借入れによる収入 ７００ １００ △ ６００

長期借入金の返済による支出 △ ６２４ △ ４９２ １３１

配当金の支払額 △ １４０ △ １４０ ０

その他 △ ２ △ １ ０

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４６６ △ ５３４ △ ６７

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額・減少額（△） △ ３９７ △ １６４ ２３３

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 ３，３５９ ２，９６１ △ ３９７

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 ２，９６１ ２，７９７ △ １６４

金 額 金 額

増 減

金 額

前 期

 自 平成17年4月  1日

 至 平成18年3月31日

当 期

 自 平成18年4月  1日

 至 平成19年3月31日
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(６)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

      連結子会社    ７社          子会社全て連結しております。

ゼットクリエイト株式会社，ゼトラ株式会社，ザイロ株式会社    

株式会社ロッジ，株式会社すぽーつらんどコジマ，株式会社ゼオス宇部

株式会社ゼオス

（新規） 該当事項はありません。

（除外） 該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

      連結子会社の決算日は連結財務諸表提出会社と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

   ①有 価 証 券    

      その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

   ②デリバティブ 時価法

   ③棚 卸 資 産       主として先入先出法による原価法によっております。     

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

   ①有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（附属設備は除く）については、定

額法を採用しております。

   ②無形固定資産 定額法を採用しております。

（３）繰延資産(開業費)の処理方法

開業準備等の費用は繰延資産に計上し、開業後、５年間で均等償却することと

しております。

（４）重要な引当金の計上基準

   ①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

   ②賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額

を計上しております。
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   ③役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給

見込額に基づき計上しております。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、｢役員賞与に関する会計基準｣（企業会計基準第4号　平成　

17年11月29日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ

２７百万円減少しております。

   ④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしております。

（５）重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６）重要なヘッジ会計の方法

   ①ヘッジ会計の方法      繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行

い、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によってお

ります。

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ. ヘッジ手段 為替予約取引

ヘッジ対象 輸出入取引により生じる外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ. ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金の利息

   ③ヘッジ方針 当社グループでは、外貨建の売上・仕入取引に係る為替変動リスクをヘッジする

目的で為替予約取引を行い、また、借入金に係る資金調達コストの低減を目的

として金利スワップ取引を行っており、投機目的の取引は行っておりません。

   ④ヘッジの有効性評価の方法

原則としてヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、高い相関関係が

あると考えられるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

ただし、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満みたしているためヘ

ッジ有効性の評価を省略しております。

（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　 　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

－17－



ゼット（株）　（8135）　平成１９年３月期決算短信

６．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得

日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、 容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

(７)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

　　12月9日　企業会計基準第5号）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針｣ （企

　　業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

　　従来の資本の部の合計に相当する金額は、１０，１０６百万円であります。

　　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、

　　改正後の連結財務諸表規則により作成しております。
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(８)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２，８４７ 百万円 ３，０１６ 百万円

２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額

２１６ 百万円 ２０３ 百万円

１，５７８ 百万円 １，５７８ 百万円

９９７ 百万円 ８１１ 百万円

２，７９１ 百万円 ２，５９２ 百万円

上記に対応する債務

１００ 百万円 １００ 百万円

１，１５９ 百万円 ９５５ 百万円
（１年以内返済予定長期借入金を含む）

１，２５９ 百万円 １，０５５ 百万円

３．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

金融機関が休日の場合、期末日残高から除かれている期末日満期手形は、次のとおりであります。

―　 百万円 ２３６ 百万円

―　 百万円 １７ 百万円

（連結損益計算書関係）

１． 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

９０８ 百万円 ８９０ 百万円

７０７ 百万円 ７２６ 百万円

５３５ 百万円 ５２８ 百万円

３，１７３ 百万円 ３，１９７ 百万円

１７ 百万円 ５ 百万円

３５９ 百万円 ３７０ 百万円

－ 百万円 ２７ 百万円

１８４ 百万円 １６１ 百万円

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

６５ 百万円 ５９ 百万円

前 期

貸倒引当金繰入額

当 期

運 賃 荷 造 費

賃 借 料

役員報酬及び給与手当

広 告 宣 伝 費

合 計

短 期 借 入 金

賞与引当金繰入額

減 価 償 却 費

長 期 借 入 金

合 計

受 取 手 形

支 払 手 形

役員賞与引当金繰入額

当 期

建 物 及 び 構 築 物

土 地

投 資 有 価 証 券

前 期
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（連結株主資本等変動計算書）

当期（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　発行済株式

　　普通株式 － －

　　　合　計 － －

　自己株式

　　普通株式（注）

　　　合　計
　（注）

２. 配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

２，９６１ 百万円 ２，７９７ 百万円

―　 百万円 ―　 百万円

２，９６１ 百万円 ２，７９７ 百万円

効力発生日
（百万円） 配当額（円）

普通株式 １４０ ７ 平成19年3月31日 平成19年6月29日

７，１１３ ５８６

７，１１３ ５８６

２０，１０２，０００

２０，１０２，０００

減少株式数（株）

前期末

株式数（株）

２０，１０２，０００

４３，５７０

４３，５７０

２０，１０２，０００

当期末

株式数（株）

当　期 当　期

５０，０９７

５０，０９７

増加株式数（株）

普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、単元未満株式の買増

請求によるものであります。

決　議
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日株式の種類

配当金の総額

（百万円）

当 期

現 金 及 び 預 金 勘 定

預入期間が３か月を超える定期預金

普通株式 １４０ 平成18年3月31日 平成18年6月30日

決　議

平成19年6月28日

定時株主総会（予定）

現 金 及 び 現 金 同 等 物

７
平成18年6月29日

定時株主総会

前 期

株式の種類
配当金の総額 １株当たり

基準日

－20－



ゼット(株)　（8135）　平成１９年３月期決算短信

（セグメント情報）

（１）事業の種類別セグメント情報

（２）所在地別セグメント情報

（３）海外売上高

　 当期及び前期における海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため、その記載を省略しております。

（リース取引関係）

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。

　 当期及び前期については、当社の企業集団はスポーツ用品の製造販売事業及びそれに付随した事業だ

けを行っており、他の事業は行っていないため事業の種類別セグメント情報を開示しておりません。

   当期及び前期については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店等がないため、該当

事項はありません。
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（関連当事者との取引）

前期（自 平成１７年４月１日   至 平成１８年３月３１日）

　役員及び個人主要株主等

（百万円） （百万円） （百万円）

直接  2.99 兼任 損害保険

間接 16.52 ２人 代理店

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

      ２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

   事務代行手数料は実費相当額を勘案して決定しております。

当期（自 平成１８年４月１日   至 平成１９年３月３１日）

　役員及び個人主要株主等

（百万円） （百万円） （百万円）

直接  2.99 兼任 損害保険

間接 16.52 ２人 代理店

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

      ２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

   事務代行手数料は実費相当額を勘案して決定しております。

事業の
内容

議決権等の
被所有割合

（％）
役員の
兼任等

保険
代理業

属性
会社等
の名称

住所 資本金
事業上の

関係

取引の内容 取引金額 科目

関係内容

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

大興産業
(株)

大阪市
住吉区

１０１
支払保険料
及び事務代
行手数料

９ － －

期末残高

属性
会社等
の名称

住所 資本金 事業の
内容

議決権等の
被所有割合

（％）

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上の
関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

大興産業
(株)

大阪市
住吉区

保険
代理業

－
支払保険料
及び事務代
行手数料

１０１ １０ －
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（税効果会計関係）

　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

    （繰延税金資産）     （繰延税金資産）

  前        期   当        期

退職給付引当金 １６１ 百万円 賞与引当金 １５８ 百万円

賞与引当金 １５３ 百万円 退職給付引当金 １５７ 百万円

繰越欠損金 ９９ 百万円 繰越欠損金 ９７ 百万円

減損損失 ３９ 百万円 ゴルフ会員権評価損 ３２ 百万円

ゴルフ会員権評価損 ３３ 百万円 未実現利益 ３１ 百万円

未実現利益 ２８ 百万円 未払事業税等否認 １８ 百万円

未払事業税等否認 ２７ 百万円 その他 ６７ 百万円

その他 ８５ 百万円 繰延税金資産小計 ５６３ 百万円

繰延税金資産小計 ６２９ 百万円 評価性引当額 △ １４２ 百万円

評価性引当額 △ １５０ 百万円 繰延税金資産合計 ４２１ 百万円

繰延税金資産合計 ４７９ 百万円

    （繰延税金負債）     （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △ ４２５ 百万円 その他有価証券評価差額金 △ ３３６ 百万円

繰延税金負債合計 △ ４２５ 百万円 繰延ヘッジ損益 △ ０ 百万円

繰延税金資産の純額 ５３ 百万円 繰延税金負債合計 △ ３３６ 百万円

繰延税金資産の純額 ８４ 百万円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 に含まれております。

流動資産　－　繰延税金資産 ２６３ 百万円 流動資産　－　繰延税金資産 ２５４ 百万円

固定資産　－　繰延税金資産 ３６ 百万円 固定資産　－　繰延税金資産 ３５ 百万円

固定負債　－　繰延税金負債 △ ２４５ 百万円 固定負債　－　繰延税金負債 △ ２０５ 百万円
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円未満切り捨て）

連結貸借対照表 連結貸借対照表
計 　　上 　　額 計 　　上 　　額

 連結貸借対照表計上額が 　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　百万円

 取得原価を超えるもの

　　   ①株  式 ３２７ １,３７８ １,０５０ ３３８ １,１６８ ８３０

　　　 ②債  券 － － － － － －

　　   ③その他 － － － － － －

      小      計 ３２７ １,３７８ １,０５０ ３３８ １,１６８ ８３０

 連結貸借対照表計上額が

 取得原価を超えないもの

　　   ①株  式 ２８ ２６ △　 　２ ３５ ３３ △　 　１

　　　 ②債  券 － － － － － －

　　   ③その他 － － － － － －

      小      計 ２８ ２６ △　 　２ ３５ ３３ △　 　１

      合      計 ３５６ １,４０４ １,０４７ ３７３ １,２０２ ８２９

２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

（単位：百万円未満切り捨て）

 その他有価証券 　　百万円 　　百万円

   非上場株式 ５８ ５８

５８ ５８

（デリバティブ取引関係）

   当社グループは、当期及び前期のいずれにおいてもデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から

   除いております。

区     分

前　　　　　　　期 当　　　　　　　期

平成１８年３月３１日現在 平成１９年３月３１日現在

取得原価 差    額 取得原価 差    額

合　　　　　計

   区   　　     分

前　　　　　　期 当　　　　　　期

平成１８年３月３１日現在 平成１９年３月３１日現在

  連結貸借対照表計上額   連結貸借対照表計上額
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（退職給付関係）

１.採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度を設けております。

　　当社グループの加入する厚生年金基金（代行部分を含む）は総合設立方式であり、自社の拠出に対応する年金資産

　額を合理的に計算することができないため、退職給付に係る会計基準（企業会計審議会　平成１０年６月１６日）注解１２

　（複数事業主制度の企業年金について）により、年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。なお

　当該年金基金の年金資産総額のうち、平成１９年３月３１日現在の掛金拠出割合を基準として計算した当社グループ分

　年金資産額は、３，５４３百万円であります。

　　また、従業員の退職等に関して、割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項

　前　　　　期 　当　　　　期

イ．退職給付債務 △ ２，６２３ 百万円 △ ２，７２４ 百万円

ロ．年金資産 ２，１０７ 百万円 ２，３４３ 百万円

ハ．未積立退職給付債務（イ+ロ） △ ５１５ 百万円 △ ３８１ 百万円

ニ．未認識数理計算上の差異 １１９ 百万円 △ ３ 百万円

ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ+ニ） △ ３９６ 百万円 △ ３８５ 百万円

ヘ．退職給付引当金 △ ３９６ 百万円 △ ３８５ 百万円

（注)一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

　前　　　　期 　当　　　　期

イ．勤務費用 １２１ 百万円 １２２ 百万円

ロ．利息費用 ４９ 百万円 ５２ 百万円

ハ．期待運用収益 △ ４８ 百万円 △ ６３ 百万円

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 ７７ 百万円 ４２ 百万円

　　　　小　　　　　計 ２００ 百万円 １５４ 百万円

ホ．厚生年金基金拠出金 １２１ 百万円 ９３ 百万円

ヘ．臨時に支払った割増退職金等 ２ 百万円 　　　　－ 百万円

ト．退職給付費用（イ+ロ+ハ+ニ+ホ+ヘ） ３２５ 百万円 ２４７ 百万円

（注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は｢イ.勤務費用｣に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　前　　　　期 　当　　　　期

イ．退職給付見込額の期間配分方法 　　期間定額基準 　　期間定額基準

ロ．割引率

ハ．期待運用収益率

ニ．数理計算上の差異の処理年数

発生時の従業員の平均 発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一 残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法 定の年数による定額法

により、翌連結会計年 により、翌連結会計年

度から費用処理するこ 度から費用処理するこ

ととしております。 ととしております。

１０年 １０年

２．０％ ２．０％

３．０％ ３．０％
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(１株当たり情報)

　　１株当たり純資産額 ４９１.６９円　 ５０４.００円　

　　１株当たり当期純利益 ２１.２８円　 ２５.７２円　

　　　なお、前期及び当期において、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式

　 　がないため、記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　　連結損益計算上の当期純利益 ４５６百万円 ５１５百万円

　　普通株主に帰属しない金額の内訳

役員賞与金 ２９百万円 －　百万円

　　普通株式に係る当期純利益 ４２６百万円 ５１５百万円

　　普通株式の期中平均株式数 ２０，０６１千株 ２０，０５４千株

（９）その他

　生産、受注及び販売の状況

　　　　　　１．生産実績 （単位：百万円未満切り捨て）

百万円 百万円

1,１４８ 1,０９９

1,１４８ 1,０９９

　　　　　　２．受注状況

　　当社は見込生産を行っており、一部について受注生産を行っております。

　　その全体に占める割合は僅少であるため記載を省略しております。

　　　　　　３．販売実績 （単位：百万円未満切り捨て）

百万円 百万円

４２，８０２ ４０，８４９

６７５ ５０９

１，２３４ １，１４１

４５１ ５２４

４５，１６３ ４３，０２４

合　　　　計

前　　　　　　期 当　　　　　　期

事業部門の名称
自 平成 17年  4月    1日 自 平成 18年  4月    1日

至 平成 18年  3月  31日 至 平成 19年  3月  31日

金　　　　　　額 金　　　　　　額

事業部門の名称

製　　造　　部　　門

前　　　　　　期

自 平成 17年  4月    1日

至 平成 18年  3月  31日

当　　　　　　期

自 平成 18年  4月    1日

至 平成 19年  3月  31日

金　　　　　　額 金　　　　　　額

そ の 他　　部　　門

合　　　　計

卸　　売　　部　　門

製　　造　　部　　門

小　　売　　部　　門

　前　　　期 　当　　　期

　前　　　期 　当　　　期
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５．個別財務諸表

(１)貸借対照表

（単位：百万円未満切り捨て）

          期    別

  科    目

１６，９５６ 68.0 １５，４８３ 65.7 △ １，４７３

現 金 及 び 預 金 ２，５５７ ２，３９３ △ １６４

受 取 手 形 １，８７５ １，５４０ △ ３３５

売 掛 金 ９，８３０ ９，１４１ △ ６８８

商 品 ２，３００ ２，１６３ △ １３６

立 替 金 １３４ １１ △ １２２

繰 延 税 金 資 産 １７８ １７２ △ ５

そ の 他 １００ ７８ △ ２２

貸 倒 引 当 金 △　１９ △　１８ １

７，９６４ 32.0 ８，０７７ 34.3 １１２

３，８８９ 15.6 ４，１６６ 17.7 ２７７

建 物 １，２３３ １，６４５ ４１２

構 築 物 ４９ ４８ △ ０

機 械 装 置 ０ ４ ４

車 輌 及 び 運 搬 具 ０ ０ －

器 具 及 び 備 品 １６ ２４ ８

土 地 ２，４７０ ２，４４３ △ ２６

建 設 仮 勘 定 １１８ ― △ １１８

２８ 0.1 ２８ 0.1 △ ０

借 地 権 １８ １８ －

電 話 加 入 権 １０ １０ －

そ の 他 ０ ０ △ ０

４，０４６ 16.3 ３，８８１ 16.5 △ １６４

投 資 有 価 証 券 １，４６１ １，２５９ △ ２０１

関 係 会 社 株 式 １，０００ １，０００ －

長 期 貸 付 金 １，７００ １，７０２ ２

差 入 保 証 金 １５０ １５０ △ ０

敷 金 ２５０ ２９４ ４３

固 定 化 債 権 ８２ ３６ △ ４６

そ の 他 ２５６ ２４９ △ ７

貸 倒 引 当 金 　△　８５５ △　８１０ ４４

２４，９２１ 100.0 ２３，５６０ 100.0 △ １，３６０

（資産の部）

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

増   減

百万円 ％ 

金     額

前        期 当        期

(平成18年3月31日現在) (平成19年3月31日現在)

金     額構 成 比

百万円 

金     額

百万円 ％ 

構 成 比
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（単位：百万円未満切り捨て）

          期    別

  科    目

１２，６２４ 50.7 １１，７３９ 49.8 △ ８８４

支 払 手 形 ３，４１９ ２，６００ △ ８１８

買 掛 金 ７，０１６ ６，４７４ △ ５４１

短 期 借 入 金 ５００ ５００ －

１ 年 以 内 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金

未 払 金 ４４２ ６３４ １９１

未 払 法 人 税 等 ３２０ １２９ △ １９１

未 払 消 費 税 等 ２５ ２３ △ １

未 払 費 用 ８４ ８７ ３

預 り 金 ２９ ２５ △ ４

賞 与 引 当 金 ２８６ ３０１ １５

役 員 賞 与 引 当 金 － ２４ ２４

設 備 手 形 － ２８５ ２８５

そ の 他 １６ １６ △ ０

２，３９９ 9.6 １，７９８ 7.7 △ ６００

長 期 借 入 金 １，２３４ ６８８ △ ５４５

退 職 給 付 引 当 金 ２８８ ２８０ △ ８

繰 延 税 金 負 債 ２４５ ２０５ △ ４０

そ の 他 ６３１ ６２４ △ ７

１５，０２３ 60.3 １３，５３８ 57.5 △ １，４８５

１，００５ 4.0 － － －

２，９６８ 11.9 － － －

資 本 準 備 金 ２５１ － － －

そ の 他 資 本 剰 余 金 ２，７１７ － － －

５，３１１ 21.3 － － －

任 意 積 立 金 ３，２２７ － － －

当 期 未 処 分 利 益 ２，０８３ － － －

６２１ 2.5 － － －

△　９ △ 0.0 － － －

９，８９７ 39.7 － － －

２４，９２１ 100.0 － － －

９，５３０ 40.5 －

－ － １，００５ 4.3 －

－ － ２，９６８ 12.6 －

－ － ２５１ －

－ － ２，７１７ －

－ － ５，５６８ 23.6 －

－ － ５，５６８ －

別 途 積 立 金 － － ３，４２７ －

繰 越 利 益 剰 余 金 － － ２，１４０ －

－ － △　１１ △ 0.1 －

－ － ４９２ 2.1 －

－ － ４９２ －

－ － １０，０２２ 42.5 －

－ － ２３，５６０ 100.0 －

６３６ １５３

百万円 

増   減

百万円 ％ 

当        期

金     額

資 本 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

４８３

(資本の部)

資 本 金

前        期

その他有価証券評価差額金

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

負 債 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

(純資産の部)

負 債 ・ 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計

自 己 株 式

(平成18年3月31日現在) (平成19年3月31日現在)

(負債の部) 百万円 ％ 

金     額 金     額構 成 比 構 成 比
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(２)損益計算書　

（単位：百万円未満切り捨て）

            期    別     　　　当              期

 　　自 平成 18年  4月   1日

 　　至 平成 19年  3月  31日

 科    目

４２，３６３ 100.0 ４０，４００ 100.0 △ １，９６２

３４，７９６ 82.1 ３３，１００ 81.9 △ １，６９６

売 上 総 利 益 ７，５６６ 17.9 ７，３００ 18.1 △ ２６６

６，５９６ 15.6 ６，７８５ 16.8 １８９

営 業 利 益 ９７０ 2.3 ５１５ 1.3 △ ４５５

３２２ 0.8 ３６３ 0.9 ４１

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ６７ ７４ ６

そ の 他 ２５４ ２８９ ３５

７０ 0.2 ６２ 0.2 △ ７

支 払 利 息 ３０ ２９ △ ０

売 上 割 引 ２８ ２２ △ ６

そ の 他 １１ １０ △ １

経 常 利 益 １，２２２ 2.9 ８１６ 2.0 △ ４０５

２３ 0.1 １３ 0.0 △ １０

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ６ １３ ７

固 定 資 産 売 却 益 １７ ― △ １７

２８０ 0.7 ８７ 0.2 △ １９２

固 定 資 産 売 却 損 － ３ ３

固 定 資 産 除 却 損 ６２ ４４ △ １７

減 損 損 失 １２９ ― △ １２９

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ― ５ ５

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ４１ ― △ ４１

役 員 退 職 慰 労 金 ４０ ３３ △ ７

そ の 他 ５ ― △ ５

９６６ 2.3 ７４３ 1.8 △ ２２３

５０４ 1.2 ２６５ 0.6 △ ２３９

△       １４ △ 0.0 ５３ 0.1 ６８

４７６ 1.1 ４２４ 1.1 △ ５２

増　　減

前　　　　　　期

自 平成 17年  4月   1日

至 平成 18年  3月  31日

金      額

特 別 利 益

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当 期 純 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

金　　　額

売 上 高

百分比 百分比

百万円 ％ 百万円 

金      額

百万円 ％ 
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(３)利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

（単位：百万円未満切り捨て）

区　　　　　　　　分

Ⅰ当期未処分利益 ２，０８３

　　　　　合計 ２，０８３

Ⅱ利益処分額

　　　１ 配当金 　　１４０

      ２ 役員賞与金  　　 ２６

        （うち監査役分）   　　（２）

      ３ 任意積立金

             別途積立金 　　２００ 　　３６６

Ⅲ次期繰越利益 １，７１６

当期（自 平成18年4月1日　至　平成19年3月31日） （単位：百万円未満切り捨て）

別途積立金
繰越利益剰
余 金

 平成18年3月31日残高（百万円） １,００５ ２５１ ２,７１７ ２,９６８ ３,２２７ ２,０８３ ５,３１１ △　　９ ９,２７５

 当期中の変動額

剰余金の配当（注） △　１４０ △  １４０ △　１４０

役員賞与（注） △　　２６ △　　２６ △　　２６

別途積立金の積立（注） ２００ △　２００ － －

当期純利益 ４２４ ４２４ ４２４

自己株式の取得 △　　２ △　　　２

自己株式の処分 ０ ０ ０ ０

株主資本以外の項目の当期
中の変動額（純額）

 当期中の変動額合計（百万円） － － ０ ０ ２００ ５７ ２５７ △　　２ ２５５

 平成19年3月31日残高（百万円） １，００５ ２５１ ２，７１７ ２，９６８ ３,４２７ ２，１４０ ５，５６８ △　１１ ９，５３０

 平成18年3月31日残高（百万円）

 当期中の変動額

剰余金の配当（注）

役員賞与（注）

別途積立金の積立（注）

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期
中の変動額（純額）

 当期中の変動額合計（百万円）

 平成19年3月31日残高（百万円）

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

金　　　　　　　　額

前　　　　　　期

自 平成 17年  4月    1日

至 平成 18年  3月  31日

１０，０２２

△　　１２９ △　　１２９

△　　１２９ △　　１２９

４９２ ４９２

株　　主　　資　　本

利益剰余金

自己株式
株主資本合

計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

資 本 準 備
金

そ の 他 資
本 剰 余 金

資 本 剰 余
金 合 計

９，８９７

資本金

資本剰余金

評価・換算差額等

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

純資産合計

６２１ ６２１

△　　１４０

△　　　２６

－

４２４

△　　　　２

０

△　　１２９

１２５
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(４)重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

   ①有 価 証 券    

   　 関係会社株式    移動平均法による原価法

      その他有価証券

①時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

②時価のないもの 移動平均法による原価法

   ②棚 卸 資 産       先入先出法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

   ①有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（附属設備は除く）については、定額

法を採用しております。

   ②無形固定資産 定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

   ①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

   ②賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額を

計上しております。

   ③役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額

に基づき計上しております。

（会計方針の変更）

当事業年度より、｢役員賞与に関する会計基準｣（企業会計基準第4号　平成17年

11月29日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ24,000千円

減少しております。

   ④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用

処理することとしております。

４．リース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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５．ヘッジ会計の方法

   ①ヘッジ会計の方法      特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっており

ます。

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金の利息

   ③ヘッジ方針 借入金に係る資金調達コストの低減を目的として金利スワップ取引を行っており、

投機目的の取引は行っておりません。

   ④ヘッジの有効性評価の方法

特例処理の要件を満たしているためヘッジ有効性の評価を省略しております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　 　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（５）重要な会計方針の変更

　（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

　　 月9日　企業会計基準第5号）及び ｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針｣ （企

　　 業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

　　 従来の資本の部の合計に相当する金額は、１０，０２２百万円であります。

　 　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

　 　財務諸表等規則により作成しております。
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(６)個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２，０１４ 百万円 ２，１０８ 百万円

２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額

２１６ 百万円 ２０３ 百万円

１，５７８ 百万円 １，５７８ 百万円

９９７ 百万円 ８１１ 百万円

２，７９１ 百万円 ２，５９２ 百万円

上記に対応する債務

１００ 百万円 １００ 百万円

１，１５９ 百万円 ９５５ 百万円
（１年以内返済予定長期借入金を含む）

１，２５９ 百万円 １，０５５ 百万円

３. 保証債務 １０６ 百万円 ８４ 百万円

４．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

金融機関が休日の場合、期末日残高から除かれている期末日満期手形は、次のとおりであります。

―　 百万円 ２３４ 百万円

（株主資本等変動計算書）

当期（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 普通株式（注） 43,570 7,113 586 50,097

　　　合　計 43,570 7,113 586 50,097
（注）

（有価証券関係）

前期及び当期において、子会社株式で時価のあるものはありません。

受 取 手 形

合 計

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

合 計

当 期

建 物

土 地

投 資 有 価 証 券

前 期

当期末

株式数（株）

普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、単元未満株式の買増
請求によるものであります。

当　期 当　期

増加株式数（株） 減少株式数（株）

前期末

株式数（株）
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（税効果会計関係）

　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

    （繰延税金資産）     （繰延税金資産）

  前        期   当        期

貸倒引当金 ３１４ 百万円 貸倒引当金 ３０３ 百万円

退職給付引当金 １１７ 百万円 賞与引当金 １２２ 百万円

賞与引当金 １１６ 百万円 退職給付引当金 １１３ 百万円

減損損失 ３９ 百万円 ゴルフ会員権評価損否認 ３２ 百万円

ゴルフ会員権評価損否認 ３３ 百万円 未払事業税等否認 １１ 百万円

未払事業税等否認 ２６ 百万円 その他 ４３ 百万円

その他 ４６ 百万円 繰延税金資産小計 ６２７ 百万円

繰延税金資産小計 ６８７ 百万円 評価性引当額 △ ３２３ 百万円

評価性引当額 △ ３３０ 百万円 繰延税金資産合計 ３０３ 百万円

繰延税金資産合計 ３５７ 百万円

    （繰延税金負債）     （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △ ４２４ 百万円 その他有価証券評価差額金 △ ３３６ 百万円

繰延税金負債合計 △ ４２４ 百万円 繰延税金負債合計 △ ３３６ 百万円

繰延税金負債の純額 △ ６７ 百万円 繰延税金負債の純額 △ ３２ 百万円

繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に 繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 含まれております。

流動資産　－　繰延税金資産 １７８ 百万円 流動資産　－　繰延税金資産 １７２ 百万円

固定負債　－　繰延税金負債 △ ２４５ 百万円 固定負債　－　繰延税金負債 △ ２０５ 百万円
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(１株当たり情報)

　　１株当たり純資産額 ４９２.０９円　 ４９９.８４円　

　　１株当たり当期純利益 ２２.４２円　 ２１.１６円　

　　　  なお、前期及び当期において、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、

　　 　記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　　損益計算上の当期純利益 ４７６百万円 ４２４百万円

　　普通株主に帰属しない金額の内訳

役員賞与金 ２６百万円 －　百万円

　　普通株式に係る当期純利益 ４４９百万円 ４２４百万円

　　普通株式の期中平均株式数 ２０，０６１千株 ２０，０５４千株

６．その他

　　役員の異動

退任予定監査役

監査役 深田　則男

　前　　　期 　当　　　期

　前　　　期 　当　　　期
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